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日本における大腿骨頭すべり症の疫学

臼本小児埜形外科学会Multícenter Study委員会

野 口 康 男・坂 巻 豊 教

要 旨 大腿骨頚すべり症 の日本国内における発生頻度や臨床的特徴などを明らかにするために

アンケー卜による全国疫学調査を実施した.日本整形外科学会認定の2040 の研修施設にアンケー卜

を郵送し調査を行った. 1997年1月� 1999年12月までの3年間の各施設における新怠患者に関し

て， 発症年齢、 性別、 病型、 身長・休重， 治療法などを尋ねた 集計された 3年間の発症忠者数は

314例(男性237例， 女性77例)であった. 発生率は10�14歳の発症危険年齢の人口10万人当たり

男性は2.22 人， 女性は0.76 人で 1976年の東日本地区から の報告の約5倍であった. 発症年齢は

男性で平均 11歳10か月 、 女性では平均11歳5か月であった Body mass indexが25以上の肥満

は男性で48.5%， 女性で37.4%に見られた. 治療はin sifu fixationが61.4%と最も多<， 徒手整

復後内固定が11.9%， 鋼線量酎i後内固定が0.9% 、 管切り術が25.9%で‘あった

大腿骨頚すべり症は思春期に肥満やスポ」ツを

起因として発生する 疾患 で日本では従来は比較的

稀な疾患とされ，1976年の二ノ宮らの東日本地区

における調査結果l付も米国からの報告H川よりか

なり低しミ発生頻度であったしかし近年，本症の症

例報告や治療成績の報告が年々増加し， 発生頻度

が高くなってきている可能性が指摘されてきた

このような背景か ら， 日本小児整形外科学会

MlIlticenter Stlldy委員会は2000年に本症に関

する日本国内における多施設アンケート調査を

行ったそのアンケ」ト調査結果から，現在の日本

における本症の発生頻度等を算出し，その他の疫

学的事項に検討を加え， さらに本症に対する治療

法の傾向についても検討を行ったので報告する.

対象と方法

調査は日本整形外科学会認定の2040の教育研

修施設にアンケ」トを郵送する形で実施した 調

査対象症例は1997年l月�1999年12月までの3

年間における大腿骨頚すべり症の新患 患者で， こ

の期間の各施設における患者に関して， 以下の項

目についての回答を求めた. すなわち， 氏名のイ

ニシャル， 性別， 生年月日， 初診年月日， 現住所

の県名， すべり症の家族内発生の有無， 身長およ

び体重， 内分泌異常， 患但J]， 発症年月日， 外傷な

ど誘因 の有無， 発症のタイプ， 治療法および反対

側の予防的ピニングの有無である. 氏名のイニ

シャノレは生年月日および現住所の県名を参考にし

て重複報告例を除外するために使用した病型は

aCll te， aClI te on clu'oníc， clu'onic， およびlIn­

knownからの選択とした病型の分類にはやや混

乱もあるので， 今回の調査ではアンケート用紙に

分類の定義を併記したすなわち，acuteとは軽度

の痔痛などの前兆 なしで急に激痛が生じて歩行不

能となるもの， aCllte on chronícとは前兆となる

軽い痔痛など が数日~数週間続いた後に急に激痛

Key words: slipped capital femoral epiphysis(大腿骨頚すべり症)， epidemiology (疫学)， multicenter study(多施
設調査)

連絡先:〒840 8571 佐賀県佐賀市水ヶ江I 丁目12 9佐賀県立病院好生鎗埜形外科聖子口康男 電話(0952)24 2m 
※originalのpaperは]OS 1: 610 617， 2002. に掲載されております.
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表1. 1997�99年の主要都道府県における大腿骨頚すべり症の発生率

男 性

症例数 人口・
発生率・・ 症例数

(3年間) (10-14歳) (3年筒)

北海道 13 158.000 2.74 4 

千葉県 19 170.000 3.73 5 

東京都 16 336，000 1. 59 7 

神奈川県 20 244，000 2.73 5 

愛知県 14 199.000 2.35 2 

大阪府 14 245，000 1. 90 5 

兵庫県 8 150，000 1. 78 2 

福岡県 10 137 .000 2.43 4 

その他 123 1，912，000 2.14 43 

計 237 3，551，000 2.22 77 

-総務省統計局のホ ムベ ジに公開されているデ タによる

"発症危険年齢(10-14歳)の10万人当たりの発生率

女 性

人口‘
発生率・・

(10-14歳)

157，000 0.85 

153，000 1.09 

309.0ω 0.76 

216，0ω 0.77 

181，0ω 0.37 

233，ωo 0.72 

147，000 0.45 

137.000 0.97 

1，849，000 0.78 

3，382，000 0.76 

症例数 ら算出した肥満 の分類 は世界保健機権(WHO)

の分類を使用したζれはBMI:が18.5未満を

underwei ght. 18. 5�25をnormal range， 25�30 

をpreobese. 30�35をobeseclassト35�40を

obese c1ass II， 40以上をobese class IIIとする分

類である
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図1 発症年齢の分布

が生じて歩行不能となった もの， chronicとは痔

痛や絞行はあるもの の 歩行カ河I能 なもの，と した

治療法は選択肢行呆存的， in siルピニング，整復ピ

ヱング，脅切り術)から選ぶようにし，骨切り術 に

ついては具体的な術式を記入する欄を設けた

2001年3 月 まで に返送されたアンケ」ト用紙

を検討対象とした

発生頻度 は本症 の発症 の危険性が最も高くなる

1O�14歳の人口10万人当たりの毎年の発生数と

して算出する方法が従来の園内外からの報告で使

用されているので， これに従った. ま たこの年齢

層の人口は総務省統計局がホームページに公表し

て い る人口推計のデータを使 用 し た (http://

www.stat.go.jp/data/ jinslli!) • 

本症発症と肥満との関係を明らかにするため に

Body mass index (BMI)を初診時の身長・体重か
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統計学的な分析は統計解析ソフトStat View 

(Abacuus Concepts. USA)を用いて行った t 検

定およびf検定を用いて危険率5%未満を有意

と判定した

結 果

アンケートに対して233施設から回答があり，

131施設から316例 が報告 されたそのうちイニ

シャル，現住所および生年月日から同一症例と考

えられた例 が2症例 あった ため. 1997�99年まで

の 3年間 の 患者数 は314例となった 性別では男

性237例，女性77例で，男女比は3.1倍であった

【発生率1

1年間当りの 平均患者数を本症発生危険年齢で

ある1O�14歳の 総人口( 男性3，551.000人， 女性

3，382.000人)で除して発生頻度を算出すると，男

性が10万人当たり2.22. 女性が0.76となる 主

な都道府県の報告症例数と発生率を表lに示す

{発症年齢}

発症年月日と生年月日から発症年齢を算出する

と， 男性では平均11歳10か月(6歳�32歳6か

月).女児では平均11歳5か月 (8歳2か月�22歳
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発症時の身長・体重の男女別分布

グラフ内の折れ線は各年齢におげるそれぞれの全

国平均値目}を示す

80 

jp 3か月)であった.年齢分布は欧米の報告Z川崎71とほ

ぼ同様であった(凶1). 発症のピ」クは男性では

12歳， 女性では10歳であった 20歳以上の発症

例が男性5例， 女性2例に 見られ， これらの 症例

はいずれも内分泌異常を伴ってい た

【患 側}

両側例が44例(14.0%)あり， 片側例では右側

127例(40.4%)，左側 143例(45.5%)であった男

女別でみると ， 男性では右側 95例(40.1%)， 左側

109例(46.0%に両側33例(13.9%)であり， 女性

では右側32例(41.6%) ， 左側34例(44.2%に両

側 11例(14.3%)であり，男女で明らか な差異はな

カ〉った.

両側例の 発 症 間隔は男性で0�24か月(平均

9.6か月) ， 女性で0�33か月( 平均 10.4か月)で

あった. 同時発症 が男性6例P 女性2例に みられ

たー

BML発症年齢， 家族歴の有無， 内分泌異常，

病型， 誘因の有無について削側例と片側例との間

で統計学的に は有意差は見られなかった

{発症季節}

発症時の月を検討すると 4月が最も多く ， その

後8月まて常耳滅し， 9月にやや増加した後再び2

月まて常語滅し，3月にやや増加 に転じてい た(凶2).
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【家族歴1

252例は大腿骨頭すべり症 の 家 族歴なしと回答

されてい た. 家族歴を有した症例は8例( 男性6，

女性2 )であり， すべりの あ る家族は兄が4例， 従

姉妹が1例で， あ と の3例は記載がなかった. 残

る49例については不明または未回答であった

【身長， 体重とBMI)

身長と体重の 記載があった281例(男性214例，

女性67例)について， 発症年齢と身長， 体重の関

係を図3 に示す. 身長との関連を みると 男性では

8�10歳発症例では平均より身長が高い 症例が多

いの に対し， 女性では10歳を除けば平均身長との

差は明らか でな い 一方，体重 では男女と もすべ

ての年齢層で少数の例外を除 いて平均体重より霊

く， 1l�13歳にかけては著しく体重の重 い例が多

数 みられる，

WHOのBMIによ る判定では男子ではunder-
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表2 すべりの病型別の割合

ヨcllte

金 体 43{l2.3) 

'性 男性 26{ 9.9) 
女性 17{19.5) 

怠イ'-11 右 22{l2.9) 

左 21 (l1.7) 

年齢(歳) �9 5{ll. 6) 
HI�12 27 (l1.3) 
13� 9{l4.3) 

.Body mass index �18.4 2{ll. 8) 
18.5---24.9 12{ 7.8) 

25�29.9 16{l5.0) 
30�34.9 3{10.0) 
35� 1{16.7) 

*カツコ内のパーセントは分類不明例を除いて算出

weightが3.7%， normal rangeが47.7%，

preobeseが36.9%， obese class I が9.8%，

ob芭seclass 11が0.9%， obese class IIIが0.9%で

あり， 女子ではunderweightが11.9%， normal 

rangeが50.7%，preobeseが25.4%， obese class 

Iが9.0%， obese class IIが3.0%で obeseclass 

1Ilはなかった BMIの分布を凶4 に示す このよ

うに男女とも肥満を示す割合が正常より明らかに

高仁特に男性の方カf肥満傾向例が多いことが判

明した.

【内分泌異常】

内分泌異常の有無 について はなしとの回答が

202例(64.3%)， 不明が64例(20.4%)， 無回答が

25例(8.0%)で， 明 ら か な 内 分 泌 疾 患は8例
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病 型 p 

aCllte on chronic cbronic (x2 test) 

130{37.1) 177 {50、6)

100{38ω 137{52.1) 0.059 
30{34.5) 40{46.0) 

61{35.9) 87{51.2) 0.869 
69 {38.3) 90 (50. 0) 

16{37.2) 22{51.1) 0.918 
86{36.1) 125{52.5) 
25{39.7) 29{46.0) 

8{47.1) 7 (4L2) 0.619 

61 (39 ，6) 81 (52.6) 
33{30.8) 58{54.2) 
11 (36. 7) 16{53.3) 

3 {50 .0) 2 (33. 3) 

(2.5%， 男性4例，女性4例)であった. 内分泌疾

患例のうち3例が向側例であった疾患の内訳は

頭蓋内腫務手術後の下垂体機能不全が4例， 甲状

線機能低下が2例， その他2例てみあった ま た残

る15例(4.8%， 男性1419�，女性1例)は明らかな

内分泌疾患ではないが， 内分泌機能に関連する血

液検査の異常値 が認められていた その大半はテ

ストステロン低値で， その他に成長ホJレモンの異

常， 甲状腺刺激ホJレモンの異常などが少数含まれ

ていた.

内分泌疾患合併例の発症年齢は平均19歳8か

月(l2�32歳)と全体の平均より明らかに高かっ

た. 8例中5例は20歳以上であった内分泌検査

異常値例の発症年 齢は平均11歳8か月(9�14



表3. 病型万IJの治療法の内訳

-ín. sítu 徒手3監復 銅線牽引
管切り術

fixation +内固定 +内固定

全 体 216(61. 4) 42(11.9) 3(0.9) 91 (25.9) 

acute type 26(60.5) 11 (25.6) 2(4.7) 4(9.3) 
acute on 67(52.3) 27(21.1) 1 (0.8) 33(25.8) f丙 型 chronic type 

chronic type 119(68.4) 3(1.7) 。 52(29.9) 
不明 4 。 2 

本カツコ{ヲヲのパ セントは分類不明例を除いて3事!:I:'，

歳)で，平均値は全体 の平均と明らかな差はみられ

ない

【病 型}

全体および男女別の病型の割合を表2 に示す.

性別，f�但lj，年齢カテゴリー(10歳未満>1O�12歳，

13歳以上)， BMIカテゴリ�(日本肥満学会)と病

型との間に統計学的有意差は認めなかった， しか

し 女性が男性より急性の割合が少し高い傾向が見

られた( 危険率5.9%).

【誘 因1

358関節のうち発症の誘因を認めたのは114関

節(31.8%)， 誘因 がないのが199関節(55.6%上

誘因に関する情報が不明なのが45関節(12.6%)

であった 誘因の大半はスポ」ツ活動に関連し，

疾走， 跳躍、 野球， サッカ一、 パスケットボ」ル

などであった 転倒や高所からの転落も少数に み

られた病型別の誘因の有無を みると，acute type 

では誘因ありが58.1%， なしが37.2%、 acute011 

chronic typeではそ れぞれ42.3%と43.8%，

chroníc typeで は18.6%と68.9%で あ り ，

chronic typeに比しacuteお よ びacute on 

chronic typeで誘因を認める割合が高かった

{治療法}

全症例中 で保存的治療は2例2関節のみで， 1 

例は8歳男児の右のacuteon chronic typeでス

ピ」ドトラック牽引により治療，もうl例は13歳

男児の右のchronictypeで精神発達遅滞があり，

経過観察のみ がなされていた 残る312例356例

は観血的治療が行われていた 観血的治療の詳細

の回答がない4関節を除く352関節の内訳を表3

に示す， どの病型に対してもそのままの位置の固

定(in sìtu fíxation)が最も多いが， acute typeで

は徒手整復や鋼線.$引による整復の割合が高く，

chronic typeでは矯π骨切り術が多い傾向がみら

れ> acute on chr011ícでは両者の中 間を示した

矯託脅切り術91関節の内訳を脅切りのレベル

でみると， 脅頭下から頭部の脅切りが 9関節目 転

子間が79関節目転子下 が3関節と， ほとんどが転

子間レベルでの骨切りであった. 主な術式別でみ

ると> Inhauser法15関節.屈曲'1号切り術14関節.

三次元脅切り14関節目Southwick法12関節， 前

方回転脅切り術7関節などが含まれていた.

反対側 に対する予防的ピニングは片側例270例

中67例(24.8%)に 行われていた

考 察

【発生率}

今回の調査で把握できた症例数から1年間当た

りの平均患者数を本症発症の危険年齢1O�14歳

の総人口で除して算出した発生率は，男性が10万

人当たり2.22人， 女性が0.76人となった これ

は本邦における1976年の二ノ宮らの報告川での

推定値である男性0.3�0.5 > 女性0.05�0.08よ

りもかなり高い値で， 男児で約5倍， 女児では10

倍に も相当し，明らかに この25年間て増加してい

る. 詰外国の発生率は2.13�10.08 と報告により

まちまちではあるが1$)従来は明らかに 本邦より高

率であった しかし本邦においても発生率が高く

なって詰外国のそれに近づいていることが考えら

れる

圏内の全症例の把握は事実上困難なことから真

の発生率の把握は実際は不可能である しかし都

道府県別の発生率からある程度推定は可能かも知

れない， 仮に地域別の発生頻度がほぼ一定と仮定
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表4 過去30年聞におげる肥満傾向児沼の割合の変化

年齢
男 児 女 児

1968 1978 1988 1998 1968 1978 1988 1998 

10 3.2 6.5 8.0 10.5 3.3 5.6 7.5 9.1 
11 3.5 7.0 8.5 11. 0 3.7 5.9 7.9 9.1 

12 2.5 6.8 8.9 10.7 3.1 6.9 7.8 9.6 
13 2.7 5.9 7.8 9.8 4.4 6.1 7.1 8.7 
14 2.9 5.7 8.0 9.2 8.3 5.4 6.2 7.7 

※ßI�満傾向児とは.性別.i下船別に身長>Jリ平均体重i'求め.
その平均体重の120%以上のものである，

すれば， 把握率が高いところほど発生率は高く算

出される， 従って発生率の高い都道府県の発生率

が真の発生率に近いと考えることが可能である，

表l に示す主な都道府県別の発生率からこの方法

て唯測すると， 哀の発生率は男性で3前後， 女性

でl 前後と考えられる

日本における発生率の明らかな増加の原因は何

であろうか. それを明らかにする手がかりは患者

の{本格の変化， すなわち肥満児の増加であろう.

本症の病因は大きく分けて二つの要因すなわち生

力学的な要因と生化学的な要因が考えられてい

る， このうち生力学的な要因として大腿脅頚部後

捻や脅端線の傾斜なども報告されているが， 最も

重要な要因は肥満による脅端線への努断カの増大

である 我々の今回の調査からは， 図3に示すよ

うに発症時体重が男女ともすべての年齢層で少数

の例外を除いて 平均体重より重かったBMIによ

る判定では preobeseおよび obese class 1 �III 

を含む過体重が男子では48.6 %，女子では37.3%

であり， 一方低体重はそれぞれ僅かに3. 7 および

11.9 %であった日本の旧文部省発行の学校保健

統計調査報告書は}のデ」タを基に1968年から10

年ごとに30年間について肥満児の割合を集計し

たのが表4 である. この統計では性別・年齢別に

身長別平均体重を求め， その平均体重の120%以

上のものを肥満傾向児と定義して算出している.

これによれば， この30年間に10�14歳の男女で

は，14歳女児を除きすべて肥満傾向児の増加が見

られ， 男児で約3�4倍， 女児で約2 �3倍の増加

を示す日本におけるとの25年間の本症発生率の

上昇の大半はこの肥満児の割合の増加で説明でき

ると思われる
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【発症年齢]

発症年齢は二ノ宮川は男児12歳9 か月， 女児

11歳と報告しているが， 明らかな内分泌機能異常

例は除外して検討しており， 今回の調査例でも明

らかな内分泌機能異常例を除いて算出すると男児

では11歳5か月， 女児では10歳11 か月となり，

男児ではl歳4 か月， 女児では1 か月分平均発症

年齢が早まっている. 日本では経済発展とともに

栄養状態が良好となった1960年代 �1990年代に

かけて小中学校の各学年の平均身長および体重は

年々増加してきている 図3に示した発症時の身

長体重の分布からは身長140Cll1，体重40kgを越

えると明らかに発症例が増し この付近がすべり

を起こしやすくなる一種の関値となっていると思

われる 発症年齢は従って， この身長体重の関値

に達する年齢が若年化していることが平均発症年

齢の若年化の原因となっている可能性がある 実

際， 旧文部省の学校保健統計調査報告書のデータ

を基に計算してみると， 平均 身長が140Cll1 に達

する年齢は1968年に比較して1998年では男児

11 か月， 女児9 か月早まっており， 平均体重が40

kgに達する年齢は1968年に比し1998年では男

児1歳3か月， 女児l歳それぞれ早まってし叱.

男児はl歳前後早 く飼値に達することから，1歳4

か月の発症年齢の若年化を良く説明できるように

見える 他方， 女児では関値に達する年齢がl歳

近く早 くなっているにも関わらず発症年齢はわず

かに1か月しか早まっておらず， 発症年齢には身

長体重以外の要因も大きく関与していることが示

唆される

{性 差}

男性に本症が多いことはよく知られており， 今

回の調査でも3.1倍男性に多かった 男児に多い

原因としては，思春期のgrowth spurt が女性より

明瞭かっ長期に持続すること3)目 男性の方がより

高い暦年齢で発症しやすいこと， 発症しやすい時

期の体重が女性より重いことなどが考えられてい

るまた， estrogenとandrogenの成長軟骨板の強

度への影響が異なることも影響しているとの報



告13)もある， しかし， その性差は1976年に二ノ宮

が報告した 5.8倍よりかなり縮まっている 性差

についてはスウェ」デンでも20世紀初頭では男

児の占める割合が85� 90%であったが，80年代に

は60�65%へと次第に減少しで性差が縮まって

いるとの報告句もあり興味深いが， その原因は良

く分からない.

{発症季節〕

発症は2月に最も少なく， 3�4月に急増し， そ

れ以後は 9月に微増する以外は1月まて常耳滅を示

した， スウェ」デンでは夏に多いという報告1】が

あり， またLoderら川崎発症月を地域別に検討

し， 赤道地帯や南半球では明らかな季節の差が見

られないのに対して， 北緯40・以北では明瞭な季

節変動が見られることを報告し， その原因として

夏の時期の活動性の増加を挙げている. 日本では

季節により日照時間や気温は明瞭に変化し， 通常

4月ごろに春を迎え， 12月頃』こ冬に入る， また，

日本の小中学校は4月』こ新学期を迎え， 8月が夏

休みで， 9月に二学期が始まる.このような背景か

ら， 発症が4月に最も多くその後漸減して 9月に

微増するのは， 学校におけるスポ」ツ活動との関

連も強く示唆される.

{内分泌異常〕

内分泌異常を伴う大腿骨頭すべり症の報告は多

いが， 今回の調査では明らかな内分泌疾患を呈す

る症例は思ったより少なかった Loderら"は自

験例と文献上で内分泌疾患を伴う85例を集計し

て検討し， 甲状線機能低下症が40%， 成長ホルモ

ン欠乏が25%， その他が35%と報告している. 今

回の調査では8例に明らかな内分泌疾患を認め，

ほとんどが下垂体機能低下または甲状線機能低下

であった

大腿骨近{立骨端線は通常15�17歳で閉鎖し， 閉

鎖後にはすべりは生じないが， 内分泌異常により

閉鎖が遅延すると30歳以上でもすべりを生じる

ことがある. 今回の調査では， 20歳以上での発症

が 7例あり， いずれの例も内分泌異常によるもの

と考えられた.

【病 型〕

病型の分類については従来いろいろな報告があ

り， 擢病期簡を主眼にしたものが最も一般的で

あった. その後， すべり部分の安定性に基づいた

分類が提唱され， 治療法の選択の点からは後者の

方が優れている. しかしながら徒手整復術の成功

率は症状の持続期間と相関するため， 今回の調査

では両者を組み合わせて使用した. acute typeお

よびacute Oll chroníc typeは， 診断時点てるの脅

端線部に不安定性が存在するため運動時の激痛と

立位歩行不能を呈する， 不安定性があるため}般

に徒手的な整復が可能である. 整復が完全にでき

るか不完全かは症例により異なり， 通常 acuteOll 

chroníc typeでは完全な整復は難しい， 一方，

chroníc typeは安定しているため運動時の終痛も

少なく， 一般に荷重や歩行が可能であるが， 徒手

的な整復は不能である

このような我々の方法で分類した結果は表2に

示したとおりであるが， このうちacute typeと

acute 011 chronic typeは， Loderのunstabletype 

に相当し， 合わせて49%であった. Loderらωは

55%がunstable typeであったと報告しており.

我々の結果もこれにほぼ一致する

【治療法}

今回の調査では， 現在の日本における本症の初

期治療の方法の傾向が明らかにされた， すなわち

ほぽ全例が手術的な治療を受けており， またギプ

ス固定は全く行われていない. 文献的にもギプス

固定による治療法は世界的にも殆ど行われなく

なっている印幻. 手術術式は病型により異なり， 脅

端線カ司ミ安定性であるacute typeとacute Oll 

chronic typeでは1/4の症例てるすべりの整復と内

固 定 が 行 わ れ， 脅端 線 部 の 不 安 定 性 が ない

chroníc typeでは整復はほとんど行われていな

い. in situでの固定はいずれの病型でも過半数の

症例で行われ， すべり症の治療法の主体をなして

いる 骨切り術による矯正が全体の約1/4の症例

で初期治療として行われていた その大半は手術

による骨端核の脅壊死の危険が比較的少なく変形
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矯正カが比較的良好な転子間部における骨切り術

が選択されていた 個々の術式の適応については

今回の調査項目には含めていないので， どの程度

のすべりまでin situの固定で対応しているのか，

反対側に対する予防的ピンニングの適応はどうか

といった点についての検討は出来なかった.

止土 霊会
�‘ロ ロ聞

日本圏内の大腿骨頭すべり症の発生率はこの

25年間で明らかに増加し発症年齢は若年齢化し

ていた初期治療はほぼ全例が観血的に行われて

おり，内固定による骨端線の安定化が大半であり，

1/4の症例に変形矯花のための骨切り術が行われ

ていた.
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|Abstrαctl 
Epídemíology and Demographícs of 

Slípped Capítal Femoral Epíphysís í n  Japan 

Yasuo Noguchí， M. D.， et al. 

The Multi center Study Commíttee of  the Japanese Paediatríc Orthopaedíc Association 

A natíonwíde survey of the epidemíology and demographícs of slipped capital femoral 
epíphysis(SCFE)was carríed out usíng questionnaíres to investigate the íncídencξc1ínical 
characterístícs and frequently used treatment procedures in J apan. 1nquiries were sent to 2040 
of the leading hospitals nationwíde. Data was collected for the period between January 1997 to 
December 1999. Inquiríes inc1udedα1set age， gender， past medícal hístory， type of slip， height， 
weight and treatment procedure. From 131 hospitals， 314 cases w釘e reported， 237 boys and 77 
gírls. The average annual incidencewas estimated to be at least 2.22 for boys and O. 76 for gírls， 
for ev釘y 100，000 in the age group of 10 to 14 year olds. These estimations are fi ve ti mes greater 
than the 1976 statistics from the eastern half of Japan. The average onset age was 11 years and 
10 months ín boys， and 11 years and 5 months ín gírls. The most common treatment was surgeηr 
íncludíng ín sítu fíxation(61. 4%に osteotomíes(25.9%)， fixatíon after manual reductíon 
(11.9%) or skeletal tractíon(O. 9%) . AlI patients except two were treated surgícally. 1n conclu. 

síon， it ís quíte evídent that SCFE has remarkably increased in the last 25 years in J apan， and 
therefore further study of SCFE ís needed to ful1y understand this dísord釘.

症例に関するご回答をいただいた施設

{当方の不手際にて， 部のご施設名が掲載できませんことを深くお詫び申し上げます)
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立医科大学， f;Jl'鉢l崎市民病院大阪市立大学、 旭川医科大学， 新潟県立はまぐみ小児療育センター， 中国電力病
院、 福岡市立こども病院， 東京医科歯科大学， 鹿児島県立整肢圏、 埼玉医科大学、 京都府立舞鶴こども療育セン
ター， 京都府立医科大学、 高岡市民病院高槻赤十字病院国立療養所神奈川病院， 小松島赤十字病院， 国立療
養所万根山病院、 公立甲賀病院掻岡大学 小山市民病院， 永翼手総合病院静岡市立静岡病院蔵王みゆき病院
旭川i赤十字病院、 千葉市立海浜病院笠間中央病院由利組合総合病院信濃医療福祉センター， 春日部秀和病
院稲沢市民病院三重県立志摩病院， 公立阿伎留病院 広島大学、 北海道整形外科記念病院愛川市民病院，
太田西ノ内病院、 医療法人マツクシール巽病院. 香川県身体障害者総合リハビリテーションセンター， 中条中央
病院、 縁成会病院山田赤十字病院、 新潟県頚南病院， 高井医科大学， 大阪府立母子保健総合医療センタ一、 昭
和大学践が丘リハビリテーション病院， 静岡県立こども病院， 川口市立医療センタ一、 島根医科大学， 国立霞ヶ
浦病院筑波メデイカルセンター病院横浜栄共済病院社会保険栗林病院匡l立療養所香川小児病院， 密島県
心身障害児総合療育センター， 大宮赤十字病院横浜南共済病院町立羽後病院， 唐津赤十字病院， はちゃ整形
外科病院、 聖マリアンナ医科大学， 佐賀医科大学， 溝口外科整形外科病院、 済生会山形済生病院， 飯田市立病院、
松戸市立病院旭川荘療育センター療育園， 市立潜田病院琉球大学、 弘前大学， 国立療養所還問東病院鹿児
島大学、 新潟臨港病院札幌医科大学， 済生会御所病院， 杏林大学， 新潟県立中央病院日大統馬光が丘病院，
八戸市立市民病院， 都立清瀬小児病院， 函館中央病院九州大学， 沖縄整肢療護圏、 愛媛整肢療護圏、 青梅市立
総合病院， 医療法人茶羊会弥生病院， 国立水戸病院帝京大学、 医療法人鉄熊会亀田総合病院， 鹿児島市立病院，
大阪赤十字病院附属大手前整肢学園， 別府発達医療センター. 茨城県立こども福祉医療センター， 埼玉医科大学
総合医療センター， 愛知県心身障害者コロニー中央病院， 埼玉県立小児医療センター， 東京医科大学、 神野病院，
金沢医科大学， 東北大学， 愛知医科大学， 国立小児病院盛岡市立病院北豆大学、 済生会宇都宮病院， (111台赤
十字病院神奈川県立こども医療センタ一、 四宮 市立中央病院名古屋大学(JI眠不同)

243 


